
再 評 価 書

事 業 名    一般国道４７７号四日市湯の山

道路（延伸）

事業区分 道路事業 室   名 道路整備室

Ｈ１２年～H２９年 7,000百万円(負担率：国5.5：県4.5：他０)
事業概要

工 期

(下段：当初) H１２年～H２４年
全体事業費

(下段：当初) 7,000百万円(負担率：国5.5：県4.5：他０)
事 業 目 的 及 び 内 容

国道４７７号は、三重県四日市市を起点とし、滋賀県、京都府を経て大阪府池田市へ至る２０２ｋｍの幹線道

路で、県内では菰野町と四日市市を連絡し、地域の東西軸を構成する道路です。現在、国道１号、東名阪自動車

道四日市ＩＣ、国道３０６号と接続し広域ネットワークを形成しており、現道では沿道開発が進み交通量も多

く、渋滞が慢性化しています。

このため三滝川左岸にバイパス道路を計画し、東名阪自動車道四日市ＩＣ以東の５ｋｍ区間については既に整

備が完了しています。現在、四日市ＩＣから新たに計画される第二名神高速道路菰野ＩＣ（仮称）を結ぶ９ｋｍ

の区間を事業化し、整備を進めています。

一方、北勢地域において第二名神高速道路や東海環状自動車道などの高速道路網の整備が進む中、当バイパス

路線は、第二名神高速道路、東名阪自動車道の２つの高速道路と四日市の市街地を結び新たな広域ネットワーク

の構築をはかります。

「延伸工区」は、バイパスとして現在事業化されている９ｋｍの区間のうち、国道３０６号から菰野ＩＣ（仮

称）までの１．９ｋｍの区間です。

当該工区の整備により、第二名神高速道路の菰野ＩＣ（仮称）と接続することから北勢地域の道路利用者の利

便性の向上、産業の生産性の向上をはかるとともに、社会生活圏の拡大をはかり、地域の発展に大きく寄与する

ものと期待されています。

なお、「延伸工区」は高速自動車国道法に基づき、国土開発幹線自動車道である第二名神高速道路の「四日市Ｊ

ＣＴ～菰野ＩＣ」間の整備計画において菰野ＩＣ（仮称）への接続道路として位置づけされています。

事業計画期間１８年間 （暫定２車線１３年）、全体事業費７，０００百万円（暫定２車線３，７００百万円）

で計画しています。

事業概要 道路工 １，６５０ｍ、橋梁工 ２５０ｍ、

事 業 主 体 の 再 評 価 結 果

１ 再評価を行った理由

事業採択後５年間未着工であるため三重県公共事業再評価実施要綱第２条に基づき再評価を行いました。

２ 事業の進捗状況と今後の見込み

①平成１２年度に事業化し、平成１６年度までに調査のみを実施し、未着工となっています。

②平成１６年度までに基礎調査を進めており、進捗は０．６％となっています。

③今後、着工の準備を進めている第二名神高速道路と同調を図り、着工に向けた調査を進め、事業を促進して

まいります。

３ 事業を巡る社会経済状況等の変化

①関連事業（第二名神高速道路）の進捗

併走する第二名神高速道路は平成６年７月に当道路と同時に都市計画決定がなされ、平成１０年１２月に

第二名神高速道路・四日市～菰野間の施行命令が出されました。平成１１年１２月、第二名神高速道路と併

走し（仮称）菰野ＩＣに接続する当該工区についても、地域高規格道路「整備区間」の指定を受け、翌平成

１２年度に事業化致しました。

しかし、平成１３年度から、国で高速道路建設の見直し議論がなされ、第二名神高速道路四日市～菰野間

の整備についても施行命令はでているものの未着手の状況で推移しているところです。

高速道路整備手法については、その後新直轄方式など整備手法が整理されつつあり、本年６月には、第二

名神高速道路四日市～菰野間についても、暫定２車線から暫定４車線の施行命令となり、着工に向けた環境

も整いつつある状況です。



４ 事業採択時の費用対効果分析の要因の変化、地元の意向の変化等

４－１ 費用対効果分析

費用対効果分析の結果は、

走行時間短縮便益が３４７億円

走行費用減少便益が １８億円

交通事故減少便益が ５億円

総費用が ５１億円となり

費用便益比は７．３と算定しています。

４－２ 地元の意向

当該道路は、四日市インターアクセス道路整備促進期成同盟会および国道４７７号（四日市～竜王間）整備

促進期成同盟会が結成されており、当該事業の早期完成を強く要望されています。

５ コスト縮減の可能性や代替案立案の可能性

５－１ コスト縮減

他事業から発生する盛土材料の有効利用など、今後の詳細な計画策定のなかでコスト縮減に取り組んでまい

ります。

５－２ 代替案

第二名神自動車道（仮称）菰野ＩＣの唯一のアクセス道路となること、接続する四日市湯の山道路に最短で

結ぶ新設道路であり、代替え案は無いと考えています。

事 業 主 体 の 対 応 方 針

三重県公共事業再評価実施要綱第３条の視点を踏まえて再評価を行った結果、同要綱第５条第１項に該当する

と判断されるため当事業を継続したいと考えている。


